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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

(1）連結経営指標等             

売上高 （千円） 17,000,453 31,458,162 26,281,884 77,140,889 72,547,645 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） 339,918 904,895 △303,323 6,198,031 8,386,978 

中間（当期）純利益 （千円） 91,138 101,064 80,811 2,845,041 2,289,799 

純資産額 （千円） 1,223,625 36,571,051 38,639,776 6,016,524 38,769,132 

総資産額 （千円） 37,280,159 88,746,727 103,547,405 84,229,577 136,392,788 

１株当たり純資産額 （円） 3.47 76.06 79.85 16.14 79.87 

１株当たり 

中間（当期）純利益 
（円） 0.26 0.23 0.17 7.98 4.70 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 0.24 0.23 0.17 7.31 4.24 

自己資本比率 （％） 3.3 41.2 36.9 7.1 28.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,516,101 △10,854,212 △12,556,144 6,533,690 △36,264,238 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △10,385,613 300,235 1,757,055 △11,219,551 3,681,906 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 4,590,611 △881,506 1,510,516 34,675,004 16,883,844 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
（千円） 1,988,932 27,851,183 14,312,441 39,288,531 23,599,360 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者

数］ 

（名） 
1,455 

[165] 

1,697 

[197] 

645 

[177] 

1,772 

[182] 

1,477 

[218] 

 



 （注）１ 売上高および営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員数であります。 

３ 平成16年５月21日をもって１株につき10株の割合で株式分割を行っております。 

なお、第２期中および第２期の１株当たり中間(当期)純利益は期首に分割が行われたものとして計算してお

ります。 

４ 第４期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  

回次 第２期中 第３期中 第４期中 第２期 第３期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

(2）提出会社の経営指標等           

営業収益 （千円） 95,727 557,824 3,668,496 239,871 1,645,367 

経常利益 （千円） 8,260 257,403 2,243,490 32,230 692,464 

中間（当期）純利益 （千円） 4,760 273,619 2,242,885 17,957 687,935 

資本金 （千円） 501,000 16,708,692 16,863,692 1,512,000 16,863,692 

発行済株式総数 （株） 352,664,430 480,836,283 483,936,283 372,884,430 483,936,283 

純資産額 （千円） 593,692 33,208,815 35,571,783 2,628,429 33,933,112 

総資産額 （千円） 1,636,380 34,279,071 84,649,452 32,691,334 59,338,545 

１株当たり純資産額 （円） 1.68 69.07 73.51 7.05 69.87 

１株当たり 

中間（当期）純利益 
（円） 0.01 0.62 4.63 0.05 1.23 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） 0.01 0.61 4.62 0.05 1.11 

１株当たり配当額 （円） ― ― ― ― 1.00 

自己資本比率 （％） 36.3 96.9 42.0 8.0 57.2 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者

数］ 

（名） 
10 

[―] 

20 

[―] 

32 

[3] 

11 

[―] 

33 

[3] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、自動車販売関連事業（静岡日産自動車㈱、三河日産自動車㈱等）の事業再生に目途

をつけることができたため、同事業の売却を行いました。 

  

３【関係会社の状況】 

（1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに当社の関係会社となりました。  

（注）プリヴェ証券㈱（旧商号：バーンズ証券㈱）は、平成18年４月18日に設立いたしました。 

  

（2）当中間連結会計期間において、㈲プリヴェ投資組合（旧商号：㈲プリヴェチューリッヒ投資組合）はプリヴェキ

ャピタルマネジメント㈱に吸収合併されました。 

（3）当中間連結会計期間において、ＰＺ16号投資事業組合、ＰＺモータース㈱、静岡日産自動車㈱、ＰＺ５号投資事

業組合、三河日産自動車㈱は、全株式および出資持分を売却したため関係会社でなくなりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

 ３ ネットワーク機器関連事業は、主たる事業であるネットワーク事業部門を前連結会計年度に売却したため、

産業機器関連事業に名称を変更しております。 

４ 当中間連結会計期間において自動車販売関連事業（静岡日産自動車㈱、三河日産自動車㈱等）を売却したこ

とにより、従業員数は前連結会計年度末に比べ832名減少しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の[外書]は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社においては、労働組合はありませんが労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

 また、連結子会社における労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所 

資本金 
または 
出資金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の所有
割合（％） 

関係内容 

 （連結子会社）      

 プリヴェ証券㈱  東京都千代田区 600 上場株式等投資事業 100 
取締役・監査

役の兼任 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

上場株式等投資事業 8 [ ―] 

ロジスティックス事業 532 [173] 

産業機器関連事業 81 [  1] 

全社（共通） 24 [  3]  

合計 645 [177] 

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 32 [  3] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、個人消費も堅調に推移し、好調な企業業績を受け設備投資も増加傾向にあ

り、国内民需を中心に回復基調を歩みました。しかしながら、原油価格高騰やゼロ金利解除に伴う金利の上昇懸念な

ど、景気の先行きは必ずしも楽観できない状況にありました。 

 このような状況のもと、当社グループは前連結会計年度に引き続き、上場株式等投資事業に積極的に取り組むとと

もに、欧米の機関投資家向けの外国籍ファンド「Privée Japan Activist Fund」（呼称：プリヴェ経営改革ファン

ド）設定に向けた準備を進めてまいりました。 

 また、企業再生関連投資事業においては既存事業セグメントのグループ各社に対して、事業面における経営指導の

みならず、コンプライアンスやリスク管理の徹底などの諸施策を強力に推進してまいりました。これまでの事業再生

に向けた取り組みの結果、自動車販売関連事業（静岡日産自動車㈱、三河日産自動車㈱等）の事業再生に目途をつけ

ることができたため、当中間連結会計期間において同事業の売却を果たすことができました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は262億81百万円（前中間連結会計期間314億58百万円）、営業利益は  

△１億20百万円（前中間連結会計期間９億65百万円）となりました。経常利益は、借入金の増加による支払利息の増

加等により△３億３百万円（前中間連結会計期間９億４百万円）となりましたが、自動車販売関連事業売却益を特別

利益に計上したことにより、中間純利益は80百万円（前中間連結会計期間１億１百万円）となりました。なお、自動

車販売関連事業においては、中間損益計算書を連結しております。 

  事業のセグメント別の業績は次のとおりであります。 

 上場株式等投資事業につきましては、資産価値の増大が見込める上場株式を中心に投資・運用を行なってまいりま

した。しかしながら、米国を始めとする主要国に於ける長期金利の上昇懸念およびそれに伴う米国経済の失速懸念が

市場に広がり、国内株式市場は５月以降低迷し当社グループの投資対象企業の株価もその影響を受けました。そこで

市場下落の影響を低減するため、日経平均先物によるヘッジを市場下落過程において行ないました。この結果、上場

株式等投資事業における売上高は11億12百万円（前中間連結会計期間12億80百万円）、営業利益は６億69百万円（前

中間連結会計期間12億８百万円）となりました。  

 自動車販売関連事業におきましては、新型車の投入が無かったことなどにより、新車販売が伸び悩み売上高は200

億25百万円（前中間連結会計期間231億22百万円）となりました。利益面においては、新車販売の減少がありました

が、営業費の削減努力により営業利益は１億15百万円（前中間連結会計期間91百万円）となりました。 

 ロジスティックス事業におきましては、前連結会計年度より力を入れてきました新規荷主の獲得の成果が上がって

きたことと、既存荷主への運賃値上げ交渉により売上高は39億54百万円（前中間連結会計期間38億30百万円）となり

ました。利益面につきましては、前連結会計年度に引き続き原油価格の高騰による燃料コスト増加があったものの営

業利益は70百万円（前中間連結会計期間31百万円）となりました。 

 産業機器関連事業におきましては、ネットワーク事業部門を前連結会計年度に売却したことにより売上高は11億88

百万円（前中間連結会計期間32億24百万円）、営業利益は△23百万円（前中間連結会計期間△87百万円）となりまし

た。なお、当連結会計年度よりセグメント名をネットワーク機器関連事業から変更しており、前中間連結会計期間の

金額はネットワーク機器関連事業の金額を記載しております。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、資金）は、143億12百万円となりました。主な要因と

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、受入担保金の増加183億84百万円がありましたが、上場株式等投資事業に

おける商品有価証券の増加39億72百万円および信用取引未払金の減少164億36百万円、仕入債務の減少35億29百万

円、法人税等の支払額77億95百万円等により、125億56百万円の資金減（前中間連結会計期間は108億54百万円の資

金減）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、自動車販売関連事業における有形固定資産取得による支出10億61百万円

はありましたが、自動車販売関連事業の売却による収入28億51百万円等により、17億57百万円の資金増（前中間連

結会計期間は3億円の資金増）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、当社による配当金の支払４億83百万円がありましたが、短期借入金の増

加13億12百万円、長期借入による収入10億円等により15億10百万円の資金増（前中間連結会計期間は８億81百万円

の資金減）となりました。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は標準販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 産業機器関連事業の前年同期比は、前年同期のネットワーク機器関連事業を基に算出しております。 

  

(2）仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上場株式等投資事業については、営業投資有価証券のみ記載しております。 

(3）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 産業機器関連事業の前年同期比は、前年同期のネットワーク機器関連事業を基に算出しております。 

  

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

３ 産業機器関連事業の前年同期比は、前年同期のネットワーク機器関連事業を基に算出しております。 

４ 前中間連結会計期間および当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販

売実績に対する割合については、当該割合が100分の10未満のため記載を省略いたしました。 

  

事業の種類別セグメント 生産高（千円） 前年同期比（％） 

産業機器関連事業 1,304,547 50.6 

合計 1,304,547 50.6 

事業の種類別セグメント 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

上場株式等投資事業 ― 0.0 

自動車販売関連事業 14,968,003 80.7 

合計 14,968,003 47.3 

事業の種類別セグメント 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

産業機器関連事業 1,049,817 28.6 501,552 90.3 

合計 1,049,817 28.6 501,552 90.3 

事業の種類別セグメント 販売高（千円） 前年同期比（％） 

上場株式等投資事業 1,112,618 86.9 

自動車販売関連事業 20,025,886 86.6 

ロジスティックス事業 3,954,805 103.2 

産業機器関連事業 1,188,573 36.9 

合計 26,281,884 83.5 



３【対処すべき課題】 

ファンド事業において平成18年10月30日に、欧米を中心とした機関投資家向けの外国籍ファンド「Privée 

Japan Activist Fund」（呼称：プリヴェ経営改革ファンド）を設定いたしました。同ファンドは、日本の取引所有

価証券市場において上場株式を取得後、株主として対象会社に対し経営改革の提案等を行ない、企業価値を向上さ

せることで、高い投資収益の実現を図ってまいります。 

なお、当該ファンドの運用により、運用報酬（運用資産残高の年率２％）および成功報酬（年間投資収益の

20％）が、当社グループの収益となります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間におきましては、当社グループの研究開発活動は産業機器関連事業においてのみ行っておりま

す。 

当中間連結会計期間における研究開発費の総額は84百万円であり、各関連機器別における研究開発活動の概要は以

下のとおりであります。 

  

(1）超音波診断装置関連製品 

   従来から製造している超音波診断装置は、環境にやさしい製品造りを目指して鉛フリー、グリーン調達への

対応としての部品変更および設計変更を行っております。また、超音波診断装置のキーボードに搭載している

トラックボールについては、従来の機械式から新たに光学式を開発し、これを搭載したキーボードの開発を実

施して、従来製品との差別化を図っております。 

  

(2）バイオ関連製品 

  バイオテクノロジーを応用した予防医療・検査分野のハード機器の開発に注力しており、新規取引先の技術

とのコラボレーションにより、インキュベータ（生物の組織培養などに使用される精密恒温槽で従来品より反

応促進が優れているもの）を開発し、試作機の納入を行いました。 

 また、同様にして医療・食品関係の研究所でＤＮＡ、食品などの成分分析に使用されるホモジナイザー（回

転式の細胞膜破砕装置）、希釈装置（分注機）に電子天秤を内蔵させ自動的に精度の高い希釈ができる秤量希

釈装置などの開発を実施いたしました。 

  

(3）特殊機器関連製品 

防衛庁向け送受話器などの音響機器開発を行ってまいりましたが、新たに外部音聴取機能付イヤマフ型ヘッ

ドセットの開発を開始しております。また、野外部隊で無線機の検査・整備に使用する試験装置と無線機を接

続するケーブル、負荷抵抗器等の開発を開始しております。これは、従来の音響機器から新たな分野に踏み出

したものとして注力しております。 

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備の異動は以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）国内子会社 

 当中間連結会計期間において、自動車販売関連事業（静岡日産自動車㈱、三河日産自動車㈱等）の売却に伴い、

以下の主要な設備が減少しております。 

 （注）１ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具及び備品であります。なお、上記の金額には、消費税等は含まれてお

りません。 

２ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借およびリース設備として、以下のものが減少しております。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等についての重要な変

更は以下のとおりであります。 

（自動車販売関連事業） 

当中間連結会計期間において、自動車販売関連事業（静岡日産自動車㈱、三河日産自動車㈱等）を売却したこ

とに伴い、当該事業における設備の新設、除却等の計画は記載の対象外となりました。 

  

(2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のとおりでありま

す。 

重要な設備の新設等 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）重要な設備計画の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 従業員数 
（名） 
外［臨時
雇用者］ 

建物及び
構築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

静岡日産自動車㈱ 

本社 

(静岡県静岡市

駿河区) 

自動車販売関

連事業 

自動車販売

事業設備 
2,425,976 605,353 

4,933,439 

(75,835)
177,028 8,141,798 489[7]

三河日産自動車㈱ 
本社 

(愛知県安城市) 

自動車販売関

連事業 

自動車販売

事業設備 
1,390,181 364,174 

2,504,893 

(18,256)
46,500 4,305,750 260[15]

事業の種類別セグメントの状況 設備の内容 
年間賃借料及びリース料 

（千円） 

自動車販売関連事業 本社・店舗用土地、建物等 134,756 

会社名 
事業所名 

（主な所在地） 
事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 
投資額 
（千円） 

完了年月 

 東武運輸プリヴェ㈱  本社他（新潟県長岡市）  ロジスティックス事業  車両等 14,337 平成18年8月  

 神田通信工業㈱  千葉事業所（千葉県印西市）  産業機器関連事業  試験設備等 19,994 平成18年9月   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）「提出日現在発行数」には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,400,000,000 

計 1,400,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 483,936,283 483,936,283 
東京証券取引所 

市場第二部 
― 

計 483,936,283 483,936,283 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

  

平成15年12月11日臨時株主総会決議 

 （注）１ １個当たりの目的となる株式数10,000株 

２ 新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割または併

合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

３ 平成15年12月11日開催の臨時株主総会決議の内容は、１個当たりの目的となる株式数1,000株、新株予約権

の目的となる株式の数4,000,000株、新株予約権の行使時の払込金額１株当たり1,000円、発行価格1,000

円、資本組入額500円でありますが、平成16年５月21日付で実施いたしました株式分割により、１個当たり

の目的となる株式数10,000株、新株予約権の目的となる株式の数40,000,000株、新株予約権の行使時の払込

金額１株当たり100円、発行価格100円、資本組入額50円に調整されております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 308個(注）1,3   同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 3,080,000株 (注）３ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり100円 

(注）2,3 
同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年３月１日から 

平成19年２月28日まで 

とします。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額 

発行価格   100円 

資本組入額   50円 

 (注）2,3 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 権利の譲渡、質入その

他の処分および相続は認

めません。ただし、取締

役会で承認した場合はこ

の限りではありません。

２ その他の条件について

は、平成15年12月11日に

開催した臨時株主総会お

よび平成16年２月10日に

開催した取締役会決議に

基づき、当社と新株予約

権者との間で定めるとこ

ろによります。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要しま

す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ― ― 

          新規発行または

処分株式数 
×
１株当たり払込金額

または処分価額        既発行

株式数
＋

調整後１株当た

り払込金額 
＝
調整前１株当た

り払込金額 
×

新規発行または処分前の株価 

既発行株式数＋新規発行または処分株式数 



平成16年９月13日臨時株主総会決議 

 （注）１ １個当たりの目的となる株式数1,000株 

２ 新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割または併

合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数 19,697個（注）１ 19,692個（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類       普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 19,697,000株 19,692,000株 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり1,250円 

（注）２ 
同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年９月23日から 

平成21年９月22日まで 

とします。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額 

発行価格   1,250円 

資本組入額   625円 

       （注）２ 

同左 

新株予約権の行使の条件 

１ 権利の譲渡、質入その

他の処分および相続は認

めません。ただし、取締

役会で承認した場合はこ

の限りではありません。 

２ その他の条件について

は、平成16年９月13日に

開催した臨時株主総会お

よび平成16年９月13日に

開催した取締役会決議に

基づき、当社と新株予約

権者との間で定めるとこ

ろによります。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要しま

す。 

同左 

代用払込みに関する事項 ―  ― 

           新規発行または

処分株式数 
×
１株当たり払込金額

または処分価額         既発行

株式数
＋

調整後１株当た

り払込金額 
＝ 
調整前１株当た

り払込金額 
×

新規発行または処分前の株価 

既発行株式数＋新規発行または処分株式数 



平成17年６月29日定時株主総会決議 

 （注）１ １個当たりの目的となる株式数1,000株 

２ 新株予約権発行の日以降、株式の分割または併合が行われる場合、１株当たりの払込金額は、分割または併

合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

また、新株予約権発行の日以降、時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合（新株予

約権の権利行使または自己株式移転の場合を除く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。 

上記の算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数としております。 

   
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数   47,960個 (注）１   同左   

新株予約権の目的となる株式の種類         普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数     47,960,000株  同左 

新株予約権の行使時の払込金額 
１株当たり310円  

(注）２  

  同左 

  

新株予約権の行使期間 

 平成18年４月26日から 

平成23年４月25日まで 

 とします。 

  同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格および資本組入額 

発行価格    310円 

 資本組入額   155円 

       （注）２ 

  

     同左 

  

新株予約権の行使の条件 

１ 権利の譲渡、質入その

他の処分および相続は認

めません。ただし、取締

役会で承認した場合はこ

の限りではありません。 

２ その他の条件について

は、平成17年６月29日に

開催した定時株主総会お

よび平成18年４月17日に

開催した取締役会決議に

基づき、当社と新株予約

権者との間で定めるとこ

ろによります。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには

取締役会の承認を要しま

す。 

同左 

代用払込みに関する事項  ― ―  

        既発行

株式数
＋

新規発行または

処分株式数 
×
１株当たり払込金額または

処分価額 

調整後１株当

たり払込金額 
＝ 
調整前１株当

たり払込金額 
× 

新規発行または処分前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行または処分株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(4）【大株主の状況】 

（注）１ ケンゾー・インベストメント㈱は、平成18年６月30日に㈱プリヴェチューリッヒ証券グループ本社より商号変

更しております。 

２ ＫＥＮＺＯアセットマネジメント㈱は平成18年６月30日にプリヴェチューリッヒアセット・マネジメント㈱よ

り商号変更しております。 

３ ＫＥＮＺＯアセットマネジメント㈱の所有株式数には、同社の指図により議決権行使されることとなっている

ＰＢ包括信託受託者エス・ジー・信託銀行㈱（プリヴェチューリッヒアセット・マネジメント㈱口）所有の株

式（100千株）が含まれております。 

  

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
 （株） 

資本金増減額
  

 （千円） 

資本金残高
  

 （千円） 

資本準備金 
増減額 
 （千円） 

資本準備金
残高 

 （千円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
― 483,936,283 ― 16,863,692 ― 16,327,520 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％） 

ケンゾー・インベストメント株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２－５ 80,170 16.57

ＫＥＮＺＯアセットマネジメント株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目２－５ 73,500 15.19

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 3,974 0.82

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６－４ 2,954 0.61

東海東京証券株式会社 東京都中央区京橋１丁目７－１ 2,776 0.57

バンク オブ ニューヨーク ヨーロッパ 

リミテッド １３１７０５ 

（常任代理人 株式会社みずほコーポレート

銀行兜町証券決済事務室） 

６７ ＬＯＭＢＡＲＤ ＳＴＲＥＥＴ  

ＬＯＮＤＯＮ ＥＣ３Ｐ ３ＤＬ 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

2,351 0.49

東洋証券株式会社 東京都中央区八丁堀４丁目７－１ 2,256 0.47

日興シティグループ証券株式会社 東京都港区赤坂５丁目２－20 1,771 0.37

バークレイズ バンク ピーエルシー バー

クレイズ キャピタル セキュリティーズ 

エスビーエル／ピービーアカウント 

（常任代理人 スタンダード チャータード

銀行） 

１ ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ ＰＬＡＣＥ， 

ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ＨＰ，ＵＮＩＴＥＤ

ＫＩＮＧＤＯＭ 

（東京都千代田区永田町２丁目11－１） 

1,736 0.36

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４－１ 1,714 0.35

計 ― 173,202 35.79



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が504,000株(議決権504個)含

まれております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 74株および当社の完全子会社である神田通信工

業㈱保有の880株が含まれております。 

３ 「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、当社の完全子会社である神田通信工業㈱保有の当社株式3,000株

が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 
 普通株式 

20,000 
― 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 
 普通株式 

483,865,000 
483,865 同上 

単元未満株式 
 普通株式 

51,283 
― 同上 

発行済株式総数 483,936,283 ― ― 

総株主の議決権 ― 483,865 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

プリヴェ企業投資ホー

ルディングス㈱ 

東京都千代田区霞が

関３丁目２－５ 
17,000 ― 17,000 0.00 

神田通信工業㈱ 
東京都千代田区霞が

関３丁目２－５ 
3,000 ― 3,000 0.00 

計 ― 20,000 ― 20,000 0.00 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1)退任役員 

(2）役職の異動 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 268 217 164 166 154 145 

最低（円） 203 149 120 100 113 112 

役名 職名 氏名 退任年月日 

 取締役 CFO  藤井 一英 平成18年９月29日 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 取締役  CFO  取締役 Co-COO   清野 真司 平成18年９月29日 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。） に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。） に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の中間連結財務諸表および前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついては、ＡＳＧ監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間連結財務諸表および当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いては、太陽ＡＳＧ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、ＡＳＧ監査法人は平成18年１月１日をもって太陽監査法人と合併し、名称を太陽ＡＳＧ監査法人に変更して

おります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１ 現金及び預金 ※２   27,886,247 14,391,877   20,684,363

２ 預け金     75,177 ―   2,979,344

３ 受取手形及び売掛金     5,669,540 2,475,509   5,685,508

４ 商品有価証券 ※２   12,930,988 72,566,894   68,594,332

５ 営業投資有価証券 ※２   6,357,683 5,323,033   5,455,907

６ たな卸資産     2,957,010 372,123   2,668,712

７ 繰延税金資産     418,588 129,193   1,000,000

８ その他 ※２   1,201,821 2,165,778   1,980,869

９ 貸倒引当金     △71,354 △54,075   △42,704

流動資産合計     57,425,701 64.7 97,370,333 94.0   
109,006,334

  
79.9
  

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産 ※１      

(1）建物及び構築物 ※２ 5,264,274 1,269,469 5,087,779  

(2）機械装置及び運搬
具 

  1,505,970 380,750 1,370,803  

(3）工具器具及び備品   328,826 134,821 325,721  

(4）土地 ※２ 10,732,211 2,403,862 11,185,385  

(5）建設仮勘定   14,568 17,845,852 20.1 ― 4,188,904 4.0 ― 17,969,691 13.2

２ 無形固定資産        

(1）連結調整勘定   7,314,692 ― 7,109,183  

(2）のれん   ― 1,022,687 ―  

(3）その他   162,726 7,477,418 8.4 100,226 1,122,913 1.1 168,873 7,278,056 5.3

３ 投資その他の資産        

(1）投資有価証券 ※２ 443,744 139,002 490,707  

(2）賃貸不動産 
※2,4 
 5 

3,765,591 217,425 221,472  

(3）繰延税金資産   806,187 5,807 324,651  

(4）その他   856,511 357,093 1,002,586  

(5）貸倒引当金   △25,605 5,846,430 6.6 △5,499 713,829 0.7 △51,212 1,988,205 1.5

固定資産合計     31,169,701 35.1 6,025,647 5.8   27,235,953 20.0

Ⅲ 繰延資産     151,324 0.2 151,424 0.2   150,499 0.1

資産合計     88,746,727 100.0 103,547,405 100.0   136,392,788 100.0 

         

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１ 支払手形及び買掛金     10,276,435 1,321,090   11,717,270

２ 短期借入金 ※2,6   14,731,317 9,390,664   16,044,281

３ 受入担保金  ※２   ― 34,106,699   15,722,680

４ 信用取引未払金 ※2,6   10,186,347 14,838,234   31,274,251

５ 未払法人税等     654,283 199,850   7,937,836

６ 繰延税金負債     ― 1,272   111,553

７ 未払費用     678,962 334,665   809,861

８ 賞与引当金     666,860 134,103   554,883

９ 製品保証引当金     20,000 ―   ―

10 盗難損失引当金     100,000 236,211   236,211

11 その他     2,014,079 447,815   1,068,511

流動負債合計     39,328,285 44.3 61,010,606 58.9   85,477,340 62.7

Ⅱ 固定負債        

  １ 社債     ― 1,000,000   1,000,000

２ 長期借入金 ※２   3,543,664 1,683,608   3,165,584

３ 繰延税金負債     1,183,062 229,519   642,688

４ 再評価に係る 
繰延税金負債 

    1,115,736 ―   ―

５ 退職給付引当金     1,437,909 427,647   1,408,405

６ 預り保証金  ※６    799,382 477,883   489,818

７ その他     271,886 78,049   783,889

固定負債合計     8,351,641 9.4 3,896,707 3.8   7,490,386 5.5

Ⅲ 特別法上の準備金        

 証券取引責任準備金     ― 315   ―

特別法上の準備金合計 ※７   ― 315 0.0   ―

負債合計     47,679,926 53.7 64,907,629 62.7   92,967,726 68.2

         

（少数株主持分）        

少数株主持分     4,495,749 5.1 ― ―   4,655,929 3.4

         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金     16,708,692 18.8 ― ―   16,863,692 12.4

Ⅱ 資本剰余金     19,551,241 22.0 ― ―   19,706,241 14.4

Ⅲ 利益剰余金     △1,482,213 △1.7 ― ―   2,584,986 1.9

Ⅳ 土地再評価差額金     1,639,168 1.9 ― ―   △401,492 △0.3

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金 

    159,827 0.2 ― ―   21,387 0.0

Ⅵ 自己株式     △5,664 △0.0 ― ―   △5,682 △0.0

資本合計     36,571,051 41.2 ― ―   38,769,132 28.4

負債・少数株主持分 
及び資本合計 

    88,746,727 100.0 ― ―   136,392,788 100.0 

         

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本        

  １ 資本金     ― ― 16,863,692 16.3   ― ―

  ２ 資本剰余金     ― ― 19,706,241 19.0   ― ―

  ３ 利益剰余金     ― ― 2,061,876 2.0   ― ―

  ４ 自己株式     ― ― △5,976 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ― 38,625,834 37.3   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等        

  １ その他有価証券評価差
額金 

    ― ― 8,238 0.0   ― ―

  ２ 土地再評価差額金     ― ― △401,492 △0.4   ― ―

  ３ 為替換算調整勘定     ― ― 3,407 0.0   ― ―

評価・換算差額等合計     ― ― △389,846 △0.4   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ― 403,787 0.4   ― ―

純資産合計     ― ― 38,639,776 37.3   ― ―

負債純資産合計     ― ― 103,547,405 100.0   ― ―

         



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高          

１ 自動車販売関連事業 
売上高 

  23,122,709 20,025,886 47,038,712    

２ 上場株式等投資事業 
売上高 

 ※１ 1,280,210 1,112,618 10,883,164    

３ その他  ※３ 7,055,241 31,458,162 100.0 5,143,379 26,281,884 100.0 14,625,769 72,547,645 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１ 自動車販売関連事業 
売上原価 

  18,498,105 15,906,594 37,364,781  

２ 上場株式等投資事業 
売上原価 

  53,025 12,765 2,151,214  

３ その他   6,423,303 24,974,434 79.4 4,702,209 20,621,569 78.5 13,101,978 52,617,974 72.5

売上総利益     6,483,727 20.6 5,660,315 21.5   19,929,670 27.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   5,518,164 17.5 5,780,474 22.0   11,393,063 15.7

営業利益又は営業損失
（△） 

    965,563 3.1 △120,159 △0.5   8,536,606 11.8

Ⅳ 営業外収益        

１ 受取利息及び配当金   6,961 2,867 8,200  

２ 不動産収入 ※４ 97,712 8,111 192,904  

３ 為替差益   5,147 ― 12,962  

４ 持分法による投資利益   ― 18,571 35,546  

５ 退職給付会計基準変更
時差異償却 

  ― 8,551 ―  

６ その他   45,921 155,742 0.5 30,931 69,032 0.3 77,723 327,337 0.5

Ⅴ 営業外費用        

１ 支払利息   92,693 123,114 184,654  

２ 新株発行費償却   21,260 ― 62,936  

３ 株式交付費償却   ― 27,396 ―  

４ 不動産費用   28,302 11,806 59,015  

５ 退職給付会計基準変更
時差異償却 

  21,701 ― 13,150  

６ その他   52,452 216,410 0.7 89,880 252,197 1.0 157,209 476,965 0.7

経常利益又は経常損失
（△） 

    904,895 2.9 △303,323 △1.2   8,386,978 11.6

Ⅵ 特別利益        

１ 退職金制度変更益   492,159 ― 492,094  

２ 自動車販売関連事業売
却益 

  ― 1,154,824 ―  

３ その他  ※５  47,602 539,762 1.7 32,455 1,187,280 4.5 1,572,168 2,064,263 2.8

Ⅶ 特別損失        

１ たな卸資産廃却損  ※６ 15,724 733 235,945  

２ 固定資産売却除却損 ※7,8 117,063 28,724 133,090  

３ 減損損失  ※９ 314,405 33,521 372,840  

４ 中国事業関連損失    378,551 ― 378,551  

５ その他   24,089 849,833 2.7 41,921 104,900 0.4 335,936 1,456,364 2.0

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

    594,825 1.9 779,055 2.9   8,994,877 12.4

法人税、住民税 
及び事業税 

  641,622 166,427 8,430,263  

法人税等調整額   38,618 680,240 2.2 609,421 775,849 2.9 △1,696,038 6,734,224 9.2

少数株主利益又は 
少数株主損失（△） 

    △186,479 △0.6 △77,605 △0.3   △29,146 △0.0

中間（当期）純利益     101,064 0.3 80,811 0.3   2,289,799 3.2

         



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   4,437,933   4,437,933 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  新株予約権の行使による新

株式の発行 
  15,113,307 15,113,307 15,268,307 15,268,307 

Ⅲ 資本剰余金中間期末 

（期末）残高 
  19,551,241   19,706,241 

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △1,581,007   △1,581,007 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間（当期）純利益   101,064 2,289,799 

２ 土地再評価差額金取崩額   ― 101,064 1,878,056 4,167,855 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

  役員賞与   2,270 2,270 1,861 1,861 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 

（期末）残高 
  △1,482,213   2,584,986 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
 （千円）

16,863,692 19,706,241 2,584,986 △5,682 39,149,237 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △483,920   △483,920 

役員賞与（注）     △120,000   △120,000 

中間純利益     80,811   80,811 

自己株式の取得       △294 △294 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円）

― ― △523,109 △294 △523,403 

平成18年９月30日 残高 
 （千円）

16,863,692 19,706,241 2,061,876 △5,976 38,625,834 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
 （千円）

21,387 △401,492 ― △380,105 4,655,929 43,425,062 

中間連結会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注）           △483,920 

役員賞与（注）           △120,000 

中間純利益           80,811 

自己株式の取得           △294 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△13,148 ― 3,407 △9,741 △4,252,141 △4,261,882 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円）

△13,148 ― 3,407 △9,741 △4,252,141 △4,785,286 

平成18年９月30日 残高 
（千円）

8,238 △401,492 3,407 △389,846 403,787 38,639,776 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間（当期）純利益   594,825 779,055 8,994,877

２ 減価償却費   533,378 541,144 1,124,552

３ 繰延資産償却   24,608 38,056 82,438

４ 連結調整勘定償却額   198,128 ― 394,286

５ のれん償却額   ― 195,393 ―

６ 持分法による投資損益（△は益）   △10,732 △18,571 △35,546

７ 賞与引当金の増減額（△は減少）   10,870 △15,891 △92,996

８ 貸倒引当金の増減額（△は減少）   △4,661 △16,304 △6,400

９ 退職給付引当金の増減額（△は減少）   △911,958 △24,927 △942,093

10 製品保証引当金の増減額（△は減少）   △7,000 ― △27,000

11 受取利息及び受取配当金   △6,961 △2,867 △8,200

12 支払利息   92,693 123,114 184,654

13 為替差損益（△は益）   1,864 ― △9,316

14 退職金制度変更損益（△は益）   △492,159 ― △492,094

15 自動車販売関連事業売却益   ― △1,154,824 ―

16 有形固定資産除売却損益（△は益）   115,110 27,579 129,063

17 減損損失   314,405 33,521 372,840

18 中国事業関連損失   378,551 ― 378,551

19 たな卸資産廃却損   15,724 733 235,945

20 売上債権の増減額（△は増加）   993,236 767,404 709,632

21 商品有価証券の増減額（△は増加）   △12,930,988 △3,972,562 △68,594,332

22 営業投資有価証券の増減額 
（△は増加） 

  △4,922,419 6,243 △4,258,536

23  たな卸資産の増減額（△は増加）   628,903 667,765 895,047

24 短期差入保証金の増減額（△は増加）   ― △1,590,000 ―

25 仕入債務の増減額（△は減少）   △2,413,808 △3,529,950 △669,674

26 受入担保金の増減額（△は減少）   ― 18,384,019 ―

27 信用取引未払金の増減額（△は減少）   9,027,689 △16,436,017 30,115,593

28 その他   538,781 298,484 △1,431,362

小計   △8,231,917 △4,899,391 △32,950,069

29 利息及び配当金の受取額   6,955 250,111 8,187

30 利息の支払額   △118,272 △111,850 △208,250

31 法人税等の支払額   △2,510,978 △7,795,014 △3,114,106

営業活動によるキャッシュ・フロー   △10,854,212 △12,556,144 △36,264,238

 



    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産取得による支出   △1,217,503 △1,061,387 △2,506,998

２ 有形固定資産売却による収入   5,334 5,414 8,504

３ 投資有価証券取得による支出   △389 △327 △692

４ 賃貸不動産の運用による収入   97,712 8,111 192,904

５ 貸付による支出   △200,000 ― △200,484

６ 貸付金の回収による収入   204,960 1,146 207,800

７ 子会社株式等の取得による収入   1,484,996 ― 1,484,996

８ 自動車販売関連事業の売却による収入   ― 2,851,657 ―

９ その他   △74,875 △47,558 4,495,876

投資活動によるキャッシュ・フロー   300,235 1,757,055 3,681,906

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の増減額（△は減少）   2,214,368 1,312,500 3,195,211

２ 長期借入による収入   ― 1,000,000 2,515,000

３ 長期借入金の返済による支出   △3,402,640 △311,493 △5,974,599

４ 株式発行による収入   310,000 ― 620,000

５ 自己株式の取得による支出   △3,234 △294 △3,251

６ 配当金の支払   ― △483,920 ―

７ その他   ― △6,275 16,531,485

財務活動によるキャッシュ・フロー   △881,506 1,510,516 16,883,844

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △1,864 1,653 9,316

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減
少） 

  △11,437,348 △9,286,918 △15,689,170

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   39,288,531 23,599,360 39,288,531

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残
高 

※１  27,851,183 14,312,441 23,599,360

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 (1）連結の範囲に関する事項 

 ① 子会社20社をすべて連結しておりま

す。 

主要な連結子会社名 

プリヴェチューリッヒ企業再生㈱  

プリヴェチューリッヒキャピタルマ

ネジメント㈱ 

プリヴェチューリッヒキャピタルフ

ァンド１号投資事業組合 

ＰＺ１６号投資事業組合 

ＰＺモータース㈱ 

静岡日産自動車㈱ 

ＰＺモータース２㈱ 

ＰＺ５号投資事業組合 

三河日産自動車㈱ 

神田通信工業㈱ 

㈱ケーイーエス 

㈱ケーエムティ 

ＰＺ運輸㈱ 

東武運輸プリヴェチューリッヒ㈱ 

連結子会社である、㈱東武運輸栃木と㈱

東武運輸新潟は、平成17年５月１日付で合

併し、社名を東武運輸プリヴェチューリッ

ヒ㈱に変更しております。 

プリヴェチューリッヒキャピタルマネジ

メント㈱の株式を新たに取得し、当中間連

結会計期間より連結の範囲に含めておりま

すが、平成17年８月９日の取得のため中間

貸借対照表のみを連結しております。 

プリヴェチューリッヒキャピタルファン

ド１号投資事業組合を新たに設立し当中間

連結会計期間より連結の範囲に含めており

ます。 

プリヴェチューリッヒファンド㈱は、当

中間連結会計期間に株式売却により連結の

範囲より除外しております。 

 ① 連結子会社の数 12社 

主要な連結子会社名 

プリヴェキャピタルマネジメント㈱ 

プリヴェキャピタルファンド１号投

資事業組合 

プリヴェキャピタルファンド２号投

資事業組合 

プリヴェ証券㈱ 

Privée Capital Management 

Hawaii,LLC 

神田通信工業㈱ 

プリヴェ運輸㈱ 

東武運輸プリヴェ㈱ 

連結子会社であった、ＰＺ16号投資事業

組合、ＰＺモータース㈱、静岡日産自動車

㈱、静岡日産サービス㈱、ＰＺ５号投資事

業組合、三河日産自動車㈱、㈱カーメイク

岡崎および㈱オフィスサポートセンター

は、当中間連結会計期間に全株式・出資持

分を売却したことにより連結の範囲より除

外しております。ただし、中間損益計算書

のみ連結しております。 

プリヴェ証券㈱を新たに設立し、当中間

連結会計期間より連結の範囲に含めており

ます。 

Privée Capital Management Hawaii,LLC

は、重要性が増したため、当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めることといたし

ました。 

連結子会社であった、㈲プリヴェ投資組

合は、当中間連結会計期間に連結子会社で

あるプリヴェキャピタルマネジメント㈱に

吸収合併されました。 

連結子会社であった、㈱ケーエムティ

は、当中間連結会計期間に清算結了し連結

の範囲より除外しております。 

連結子会社であるプリヴェチューリッヒ

キャピタルマネジメント㈱、プリヴェチュ

ーリッヒキャピタルファンド１号投資事業

組合、プリヴェチューリッヒキャピタルフ

ァンド２号投資事業組合、バーンズ証券

㈱、ＰＺ運輸㈱、東武運輸プリヴェチュー

リッヒ㈱、㈲プリヴェチューリッヒ投資組

合は、それぞれ次のように商号を変更いた

しました。プリヴェキャピタルマネジメン

ト㈱、プリヴェキャピタルファンド１号投

資事業組合、プリヴェキャピタルファンド

２号投資事業組合、プリヴェ証券㈱、プリ

ヴェ運輸㈱、東武運輸プリヴェ㈱、㈲プリ

ヴェ投資組合。 

 ① 連結子会社の数 20社 

主要な連結子会社名 

プリヴェチューリッヒキャピタルマ

ネジメント㈱ 

プリヴェチューリッヒキャピタルフ

ァンド１号投資事業組合 

㈲プリヴェチューリッヒ投資組合 

プリヴェチューリッヒキャピタルフ

ァンド２号投資事業組合 

プリヴェチューリッヒ企業再生㈱ 

ＰＺ16号投資事業組合 

ＰＺモータース㈱ 

静岡日産自動車㈱ 

ＰＺモータース２㈱ 

ＰＺ５号投資事業組合 

三河日産自動車㈱ 

神田通信工業㈱ 

ＰＺ運輸㈱ 

東武運輸プリヴェチューリッヒ㈱ 

連結子会社であった、㈱東武運輸栃木と

㈱東武運輸新潟は、平成17年５月１日付で

合併し、社名を東武運輸プリヴェチューリ

ッヒ㈱に変更しております。 

プリヴェチューリッヒキャピタルマネジ

メント㈱の株式を新たに取得し、当連結会

計年度より連結の範囲に含めております

が、平成17年８月９日の取得のため下半期

の財務諸表のみを連結しております。 

プリヴェチューリッヒキャピタルファン

ド１号投資事業組合、㈲プリヴェチューリ

ッヒ投資組合、プリヴェチューリッヒキャ

ピタルファンド２号投資事業組合を新たに

設立し、当連結会計年度より連結の範囲に

含めております。 

㈱ケーイーエス、プリヴェチューリッヒ

ファンド㈱および清和自動車㈱は、当連結

会計年度に株式を売却し連結の範囲より除

外しております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ②      ―――――  ② 非連結子会社名 

 該当はありません。 

なお、Privée Capital Management  

Hawaii,LLCは、当中間連結会計期間か

ら重要性が増したため、連結の範囲に

含めております。 

 ② 非連結子会社名 

Privée Capital Management  

Hawaii,LLC 

 Privée Capital Management  

Hawaii,LLCを当連結会計年度に設立い

たしましたが、下記の理由により連結

の範囲から除外しております。 

連結の範囲から除いた理由 

 当非連結子会社は小規模会社であ

り、総資産、売上高、当期純損益およ

び利益剰余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

(2）持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した関連会社 

会社数    2社 

会社の名称  エース証券㈱ 

日産部品静岡販売㈱ 

エース証券㈱の株式を新たに取得

し、当中間連結会計期間より持分法の

適用の範囲に含めております。 

(2）持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した関連会社 

会社数    1社 

会社の名称  エース証券㈱ 

  

日産部品静岡販売㈱は、当中間連結

会計期間に全株式を売却したため、持

分法の適用の範囲から除外しておりま

す。 

(2）持分法の適用に関する事項 

① 持分法を適用した関連会社 

会社数    2社 

会社の名称  エース証券㈱ 

日産部品静岡販売㈱ 

エース証券㈱の株式を新たに取得

し、当連結会計年度より持分法の適用

の範囲に含めております。 

② 持分法を適用しない関連会社 

  

㈱日産カーパレス静岡 

㈱日産静岡ワークネット 

② 持分法を適用しない非連結子会社およ

び関連会社 

 該当はありません。 

なお、Privée Capital Management  

Hawaii,LLCは、当中間連結会計期間よ

り重要性が増したため、連結の範囲に

含めております。 

 また、㈱日産カーパレス静岡および

㈱日産静岡ワークネットは、当中間連

結会計期間に全株式を売却いたしまし

た。 

② 持分法を適用しない非連結子会社およ

び関連会社 

Privée Capital Management Hawaii, 

LLC 

㈱日産カーパレス静岡 

㈱日産静岡ワークネット 

持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ中間

純損益および利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用から除

外しております。 

 持分法を適用しない理由 

 持分法非適用会社は、それぞれ純損益

および利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がない

ため、持分法の適用から除外しておりま

す。 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、東武運輸プリヴェチ

ューリッヒ㈱、㈱今市貨物自動車、㈱トー

ハンの３社の中間決算日は、８月末日であ

ります。また、ＰＺ５号投資事業組合の中

間決算日は、６月末日であります。中間連

結財務諸表を作成するに当っては同日現在

の財務諸表を使用し、中間連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行なっております。 

(3）連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、東武運輸プリヴェ

㈱、㈱今市貨物自動車、㈱トーハンの３社

の中間決算日は、８月末日であります。ま

た、ＰＺ５号投資事業組合の中間決算日

は、６月末日であります。中間連結財務諸

表を作成するに当っては同日現在の財務諸

表を使用し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、連結上必要な調

整を行なっております。 

(3）連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、東武運輸プリヴェチ

ューリッヒ㈱、㈱今市貨物自動車、㈱トー

ハンの３社の決算日は、２月末日でありま

す。また、ＰＺ５号投資事業組合の決算日

は、12月末日であります。連結財務諸表を

作成するに当っては同日現在の財務諸表を

使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行な

っております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

ａ)売買目的有価証券 

時価法（売却原価は移動平均法に

より算定） 

(4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

ａ)売買目的有価証券 

同左 

(4）会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

ａ)売買目的有価証券 

同左 

 ｂ)関連会社株式（営業投資有価証券

を含む） 

        持分法 

  営業投資有価証券の持分法適用に

よる営業投資損益を営業損益区分に

計上することとしております。 

 ｂ)関連会社株式（営業投資有価証券

を含む） 

        持分法 

同左 

ｂ)関連会社株式（営業投資有価証券

を含む） 

        持分法 

同左 

ｃ)その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

ｃ)その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法 

（評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

ｃ)その他有価証券（営業投資有価証

券を含む） 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時

価法 

（評価差額は、全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

…主として移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 （ロ） 

――――― 

（ロ）デリバティブ  

 時価法 

（ロ）  

――――― 

(ハ）たな卸資産 

商品 

新車  個別法による原価法 

中古車 個別法による低価法 

製品   主として総平均法による

原価法 

仕掛品  主として総平均法による

原価法 

原材料  主として総平均法による

原価法 

(ハ）たな卸資産 

同左 

(ハ）たな卸資産 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産および賃貸不動産 

 定率法によっております。 

 但し、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）

は、定額法によっております。 

（耐用年数） 

建物及び構築物   ３～60年 

機械装置及び運搬具 ４～10年 

工具器具及び備品  ２～15年 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産および賃貸不動産 

同左 

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産および賃貸不動産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

(イ）開業費   ５年均等償却 

(ロ）新株発行費 ３年均等償却 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

(イ）創立費     ５年定額法償却 

(ロ）開業費     ５年定額法償却 

(ハ）株式交付費   ３年定額法償却 

(ニ）社債発行費   ３年定額法償却 

③ 重要な繰延資産の処理方法 

(イ）開業費     ５年均等償却 

(ロ）新株発行費   ３年均等償却 

(ハ）社債発行費   ３年均等償却 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒の実績等

を勘案した繰入率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

④ 重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）製品保証引当金 

 売上製品にかかるアフターサービス

の費用に備えるため、製品売上高に対

するアフターサービス費用の過去の実

績割合等による費用見積額を計上して

おります。 

(ロ） 

――――― 

(ロ） 

――――― 

(ハ）賞与引当金 

 当社および当社連結子会社は主とし

て、従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(ハ）賞与引当金 

 当社の一部の連結子会社は、従業員

に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、支給見込額に基づき計上してお

ります。 

(ハ）賞与引当金 

 当社および当社連結子会社は主とし

て、従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

(ニ)盗難損失引当金 

ロジスティックス事業において発生し

た盗難事件により将来発生する可能性の

ある損失に備え、損害保険による付保等

の状況を勘案し、合理的に算出した損失

見込額を計上しております。 

(ニ)盗難損失引当金 

同左 

(ニ)盗難損失引当金 

同左 

(ホ）退職給付引当金 

 当社連結子会社は主として、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき当中間連結会

計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

会計基準の変更に伴う差異の処理年

数…主として15年 

数理計算上の差異の処理方法 

…定額法（主として従業員の平均残

存勤務期間）で各発生年度の翌期

から費用処理 

（追加情報）  

 当社の一部の連結子会社は、確定拠

出年金法の施行に伴い、平成17年７月

と９月に退職一時金制度および適格退

職年金制度について確定拠出年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益に

退職金制度変更益として492,152千円

計上されております。 

(ホ）退職給付引当金 

 当社の一部の連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき当中間連結会

計期間末において発生していると認め

られる額を計上しております。  

会計基準の変更に伴う差異の処理年

数…主として15年 

数理計算上の差異の処理方法 

…定額法（主として従業員の平均残

存勤務期間 11年）で各発生年度

の翌期から費用処理 

(ホ）退職給付引当金 

 当社の一部の連結子会社は、従業員

の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

  

会計基準の変更に伴う差異の処理年

数…主として15年 

数理計算上の差異の処理方法 

…定額法（主として従業員の平均残

存勤務期間 11年）で各発生年度の

翌期から費用処理 

（追加情報） 

 当社の一部の連結子会社は、確定拠

出年金法の施行に伴い、平成17年７月

と９月に退職一時金制度および適格退

職年金制度について確定拠出年金制度

へ移行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しております。 

 本移行に伴う影響額は、特別利益に

退職金制度変更益として492,094千円計

上されております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ⑤      ――――― ⑤ 重要な外貨建の資産または負債の本邦

通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決

算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理してお

ります。 

 なお、在外子会社等の資産および負

債は、中間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益および費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調

整勘定に計上しております。 

 ⑤     ――――― 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑥ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

⑦ その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

⑦ その他中間連結財務諸表作成のための

重要な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

同左 

⑦ その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

(イ）消費税等の処理方法 

同左 

(5）連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定については、子会社ごとに

投資効果の発現する期間を見積り20年以内

で均等償却しております。但し、重要性が

ないものについては一時償却することとし

ております。 

(5）      ――――― (5）連結調整勘定の償却に関する事項 

 連結調整勘定については、子会社ごとに

投資効果の発現する期間を見積り20年以内

で均等償却しております。但し、重要性が

ないものについては一時償却することとし

ております。 

(6）      ――――― (6）のれんの償却に関する事項 

 のれんについては、子会社ごとに投資効

果の発現する期間を見積り20年以内で均等

償却しております。但し、重要性がないも

のについては一時償却することとしており

ます。 

(6）      ――――― 

(7）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

(7）中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））

および「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前中間純利益は

314,405千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

により税金等調整前当期純利益は372,840

千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております。 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

――――― 

 (繰延資産の処理方法） 

当中間連結会計期間より「繰延資産の会

計処理に関する当面の取扱い」（企業会計

基準委員会 平成18年８月11日実務対応報

告第19号）を適用しております。それに伴

い従来の「新株発行費償却」は、「株式交

付費償却」として記載しております。 

 なお、この変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

および「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」(企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９日)

を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は38,235,988千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正にともない、

改正後の中間連結財務諸表規則により作成

しております。 

              ――――― 

          

  

  

  

  

  

  

  

              ――――― 

――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４号平

成17年11月29日）を適用しております。 

 なお、役員賞与は通期の業績を基礎とし

て算定しており、その金額を当中間連結会

計期間において合理的に見積もることが困

難であることから、費用処理はしておりま

せん。 

――――― 



表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

 ――――― （中間連結貸借対照表関係）  

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間から「のれん」として表示して

おります。 

（中間連結損益計算書関係）  

当中間連結会計期間より、売上高の表示を事業区分ごとに行なっ

ており、自動車販売関連事業に係る売上高を「自動車販売関連事業

売上高」、上場株式等投資事業に係る売上高を「上場株式等投資事

業売上高」ならびにネットワーク機器関連事業およびロジスティッ

クス事業に係る売上高を「その他」として区分表示しております。

また、これに伴い売上原価の表示も事業区分ごとに行なっておりま

す。 

 なお、前中間連結会計期間の売上高および売上原価を当中間連結

会計期間の表示区分で示すと、自動車販売関連事業売上高 

13,031,261千円、同売上原価 10,078,256千円、その他売上高 

3,969,191千円、同売上原価 3,313,697千円となります。  

（中間連結損益計算書関係）  

営業外収益に計上の「持分法による投資利益」は、前中間連結会計

期間は、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりましたが、

当中間連結会計期間において営業外収益の総額の100分の10を超えた

ため、区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の営業外収益に計上された「 持分法に

よる投資利益」の金額は、10,732千円となります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

「不動産収入」(当中間連結会計期間△97,712千円)は従来区分掲

記しておりましたが、金額の重要性が乏しいことから、当中間連結

会計期間から営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含

めて表示しております。 

また、財務活動によるキャッシュ・フローのうち「短期借入によ

る収入」(同6,276,142千円)、「短期借入金の返済による支出」(同

△4,061,774千円)については、当中間連結会計期間より「短期借入

金の増減額」に集約して表示しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記

されていたものは、当中間連結会計期間から「のれん償却額」として

表示しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

13,192,685千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

5,528,561千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

12,947,015千円であります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

※２ 担保に供している資産は次のとおりで

あります。 

商品有価証券 12,737,235千円

営業投資有価証券 1,371,475千円

その他（流動資産） 5,000千円

土地 6,694,812千円

建物及び構築物  2,987,440千円

賃貸不動産  3,699,480千円

商品有価証券 69,614,395千円

その他（流動資産） 1,590,000千円

土地 921,370千円

建物及び構築物 460,498千円

商品有価証券 68,154,270千円

土地 6,381,801千円

建物及び構築物 2,612,865千円

 担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。  担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 8,144,635千円

信用取引未払金 10,076,456千円

長期借入金 3,470,760千円

短期借入金 3,753,064千円

受入担保金 34,106,699千円

信用取引未払金 14,126,238千円

長期借入金 183,608千円

短期借入金 7,926,776千円

受入担保金 15,722,680千円

信用取引未払金 25,059,072千円

長期借入金 841,584千円

 上記の他、信用状取引を行なうため

に、定期預金53,000千円、投資有価証券 

88,560千円を担保に供しております。 

   上記の他、信用状取引を行なうため

に、定期預金53,000千円、投資有価証券

100,420千円を担保に供しております。 

 ３ 手形割引高および裏書譲渡高  ３ 手形割引高および裏書譲渡高  ３ 手形割引高および裏書譲渡高 

受取手形裏書譲渡高 73,836千円 受取手形裏書譲渡高     38,159千円 受取手形裏書譲渡高 45,163千円

※４ 賃貸不動産の内容は次のとおりであり

ます。 

※４ 賃貸不動産の内容は次のとおりであり

ます。 

※４ 賃貸不動産の内容は次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 416,923千円

土地 3,348,668千円

建物及び構築物      149,360千円

土地       68,065千円

建物及び構築物 153,406千円

土地 68,065千円

※５ 賃貸不動産の減価償却累計額は 

1,595,002千円であります。 

※５ 賃貸不動産の減価償却累計額は 

166,639千円であります。 

  

※５ 賃貸不動産の減価償却累計額は 

162,593千円であります。 

※６ 短期借入金には、関連当事者の保証に

よる借入金4,100,000千円が含まれてお

ります。 

信用取引未払金には、関連当事者の保

証による10,076,456千円が含まれており

ます。 

預り保証金には関連当事者からの保証

金300,000千円が含まれております。 

※６ 信用取引未払金には、関連当事者の保

証による711,995千円が含まれておりま

す。 

※６ 短期借入金には、関連当事者の保証に

よる4,400,000千円が含まれております。 

信用取引未払金には、関連当事者の保

証による6,215,178千円が含まれておりま

す。 

 ※７      ――――― ※７ 特別法上の準備金 

特別法上の準備金の計上を規定した法

令の条項は、以下のとおりであります。 

証券取引責任準備金 

 証券取引法第51条 

 ※７      ――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 上場株式等投資事業売上高には、商品

有価証券運用損益 1,231,144千円を含

んでおります。 

※１ 上場株式等投資事業売上高には、商品

有価証券運用損益等981,122千円、持分

法投資利益120,676千円を含んでおりま

す。 

※１ 上場株式等投資事業売上高には、商品

有価証券運用損益6,507,864千円、持分法

投資利益487,934千円を含んでおります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。 

広告宣伝費 426,415千円

給料手当 1,418,749千円

退職給付費用 111,313千円

法定福利費 286,610千円

製品保証引当金繰入額 20,000千円

賞与引当金繰入額 393,830千円

減価償却費 395,461千円

賃借料 374,570千円

連結調整勘定償却額 198,128千円

広告宣伝費    290,200千円

給料手当  1,428,012千円

役員報酬    476,609千円

法定福利費    269,306千円

貸倒引当金繰入額     14,396千円

賞与引当金繰入額    291,886千円

減価償却費    403,176千円

賃借料    403,854千円

のれん償却額    195,393千円

広告宣伝費 776,636千円

給料手当 2,947,915千円

退職給付費用 230,591千円

法定福利費 554,711千円

賞与引当金繰入額 329,436千円

減価償却費 818,224千円

賃借料 835,208千円

連結調整勘定償却額 394,286千円

※３ その他（売上高）のうち13,472千円に

つきましては関連当事者との取引による

ものであります。 

 ※３      ――――― ※３      ――――― 

※４ 不動産収入のうち、90,000千円につき

ましては、関連当事者からのものであり

ます。 

※４      ――――― ※４ 不動産収入のうち177,580千円につきま

しては、関連当事者からのものでありま

す。 

※５ その他（特別利益）に含まれている固

定資産売却益の内容は、次のとおりであ

ります。 

機械装置及び運搬具 1,952千円

※５ その他（特別利益）に含まれている固

定資産売却益の内容は、次のとおりであ

ります。 

機械装置及び運搬具     1,145千円

※５ その他（特別利益）に含まれている固

定資産売却益の内容は、次のとおりであ

ります。 

機械装置及び運搬具 4,026千円

※６ たな卸資産廃却損の主要なものは、次

のとおりであります。 

※６ たな卸資産廃却損の主要なものは、次

のとおりであります。 

※６ たな卸資産廃却損の主要なものは、次

のとおりであります。 

製品 4,506千円

材料部品 9,187千円

貯蔵品 2,030千円

材料部品      733千円 製品 25,021千円

材料部品 208,005千円

 ※７ 固定資産売却除却損の内、固定資産売

却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具 848千円

工具器具及び備品 11千円

 ※７ 固定資産売却除却損の内、固定資産売

却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具    4,785千円

※７ 固定資産売却除却損の内、固定資産売

却損の内容は次のとおりであります。 

機械装置及び運搬具      1,039千円

工具器具及び備品 41千円

※８ 固定資産売却除却損の内、固定資産除

却損の内容は次のとおりであります。 

※８ 固定資産売却除却損の内、固定資産除

却損の主要なものは、次のとおりであり

ます。 

※８ 固定資産売却除却損の内、固定資産除

却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 74,699千円

機械装置及び運搬具 33,438千円

工具器具及び備品 8,065千円

機械装置及び運搬具   21,999千円

工具器具及び備品     1,857千円

建物及び構築物 76,633千円

機械装置及び運搬具 46,178千円

工具器具及び備品 9,197千円

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※９ 減損損失 

減損損失を計上した資産は以下のとおり

であります。 

店舗・事業所については当初想定してい

ない収益性の低下、遊休資産については時

価の下落のため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額314,405千円を特別

損失としております。内訳は、建物及び構

築物113,434千円、機械装置及び運搬具

25,299千円、工具器具及び備品91,022千

円、土地2,999千円、リース資産76,860千

円、その他4,789千円であります。 

グルーピングの方法は、主として事業用

資産については店舗・事業所を、賃貸用資

産および遊休資産については個別物件を基

本単位（資産グループ）としております。 

資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額に

ついては主として不動産鑑定評価等により

算定しております。 

場所 用途 種類 

愛知県 

碧南市他 
店舗 

建物及び構築物  

機械装置及び運搬具  

工具器具及び備品  

その他  

神奈川県 

海老名市 
事業所 

建物及び構築物  

機械装置及び運搬具  

工具器具及び備品  

リース資産  

その他  

静岡県 

裾野市他 
遊休資産 

建物及び構築物 

土地  

その他  

※９ 減損損失 

減損損失を計上した資産は以下のとおり

であります。 

店舗について当初想定していない収益性

の低下のため、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額33,521千円を特別損

失としております。 

グルーピングの方法は、主として事業用

資産については店舗・事業所を、賃貸用資

産については個別物件を基本単位（資産グ

ループ）としております。 

資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額に

ついては主として不動産鑑定評価等により

算定しております。 

場所 用途 種類 

静岡県 

富士市 
店舗 

  

 建物及び構築物 

  

※９ 減損損失 

減損損失を計上した資産は以下のとおり

であります。 

店舗・事業所については当初想定してい

ない収益性の低下、遊休資産については時

価の下落のため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額372,840千円を特別

損失としております。内訳は、建物及び構

築物158,415千円、機械装置及び運搬具

25,299千円、工具器具及び備品102,607千

円、土地2,999千円、リース資産76,860千

円、その他6,658千円であります。 

グルーピングの方法は、主として事業用

資産については店舗・事業所を、賃貸用資

産および遊休資産については個別物件を基

本単位（資産グループ）としております。 

資産グループの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、正味売却価額に

ついては不動産鑑定評価等により算定して

おります。 

場所 用途 種類 

愛知県 

碧南市他 
店舗 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

その他 

神奈川県 

海老名市 
事業所 

建物及び構築物 

機械装置及び運搬具 

工具器具及び備品 

リース資産 

その他 

静岡県 

富士市他 
遊休資産 

建物及び構築物 

土地 

その他 

   



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

２.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３.配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

 
前連結会計年度末 

株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間 

末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式  483,936 ― ― 483,936 

 合計 483,936 ― ― 483,936 

自己株式     

 普通株式 （注） 19 1 ― 20 

合計 19 1 ― 20 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当金額 

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 483,920 1.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 27,886,247千円

預け金 75,177千円

預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 
△110,241千円

現金及び現金同等物 27,851,183千円

現金及び預金勘定 14,391,877千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△79,435千円

現金及び現金同等物 14,312,441千円

現金及び預金勘定 20,684,363千円

預け金 2,979,344千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金 
△64,347千円

現金及び現金同等物 23,599,360千円

２ 新株予約権付社債（転換社債型新株予

約権付社債）に付された新株予約権の行

使内容 

新株予約権の行使による 

資本金増加額 
 15,041,692千円

新株予約権の行使による 

資本準備金増加額 
14,958,307千円

新株予約権の行使による

新株予約権付社債減少額 
 30,000,000千円

２    

――――― 

２ 新株予約権付社債（転換社債型新株予

約権付社債）に付された新株予約権の行

使内容 

新株予約権の行使による 

資本金増加額        
15,041,692千円

新株予約権の行使による 

資本準備金増加額   
14,958,307千円

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債減少額   
30,000,000千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額お

よび期末残高相当額 

  

機械装置

及び運搬

具 

工具器

具及び

備品 

その他 合計 

取得価額相

当額 
873,196

千円

219,857

千円

40,759

千円

1,133,813

千円

減価償却累

計額相当額 
475,751

千円

123,798

千円

28,827

千円

628,376

千円

減損損失累

計額相当額 
40,882

千円

29,094

千円

6,882

千円

76,860

千円

中間期末残

高相当額 
356,562

千円

66,964

千円

5,049

千円

428,576

千円

  

機械装置

及び運搬

具 

工具器

具及び

備品 

その他 合計 

取得価額相

当額 
720,627

千円

65,531

千円

2,820

千円

788,979

千円

減価償却累

計額相当額 
376,178

千円

42,882

千円

2,245

千円

421,307

千円

中間期末残

高相当額 
344,449

千円

22,648

千円

574

千円

367,672

千円

  

機械装

置及び

運搬具 

工具器

具及び

備品 

その他 合計 

取得価額相

当額 
860,873

千円

143,564

千円

― 

千円

1,004,438

千円

減価償却累

計額相当額
435,243

千円

87,352

千円

― 

千円

522,595

千円

期末残高相

当額 
425,630

千円

56,212

千円

 ― 

千円

481,843

千円

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

１年以内 188,793千円

１年超 243,075千円

合計 431,869千円

リース資産減損

勘定の残高 
47,131千円

１年以内 137,288千円

１年超 235,226千円

合計 372,515千円

１年以内 171,643千円

１年超 317,474千円

合計 489,118千円

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額および減損損失 

支払リース料 120,578千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
29,728千円

減価償却費相当額 117,317千円

支払利息相当額 2,871千円

減損損失 76,860千円

支払リース料 103,593千円

減価償却費相当額 101,004千円

支払利息相当額      2,850千円

支払リース料 372,168千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
76,860千円

減価償却費相当額 238,505千円

支払利息相当額 8,079千円

減損損失 76,860千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同左 同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 主としてリース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法によ

っております。 

同左 同左 

―――――  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

――――― 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

区分 
 取得原価 

 （千円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（千円） 

 差額 

 （千円） 

 営業投資有価証券に属するもの       

① 株式  1,156,537 1,371,475 214,937 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 1,156,537 1,371,475 214,937 

 投資有価証券に属するもの       

① 株式  72,815 128,597 55,781 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 72,815 128,597 55,781 

合計 1,229,353 1,500,072 270,718 

区分  中間連結貸借対照表計上額（千円）  

その他有価証券   

営業投資有価証券に属するもの   

非上場株式 20,320 

投資有価証券に属するもの    

非上場株式 19,113 

合計 39,433 



当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

区分 
 取得原価 

 （千円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（千円） 

 差額 

 （千円） 

 営業投資有価証券に属するもの       

① 株式  18,796 21,978 3,182 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 18,796 21,978 3,182 

 投資有価証券に属するもの       

① 株式  73,421 133,970 60,548 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 73,421 133,970 60,548 

合計 92,217 155,948 63,730 

区分  中間連結貸借対照表計上額（千円）  

その他有価証券   

営業投資有価証券に属するもの   

非上場株式 ― 

投資有価証券に属するもの    

非上場株式 5,032 

合計 5,032 



 前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価および評価損益の状況 

 株式関連 

（注）上記の有価証券店頭指数等先渡取引と有価証券店頭指数等スワップ取引は、分離することのない一体として

上場株式等投資事業の資金調達目的で約定しており、株価の変動リスクを互いに相殺するポジションにある

ため、実質的に株価リスクを有しておりません。  

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

区分 
 取得原価 

 （千円） 

 連結貸借対照表 

 計上額（千円） 

 差額 

 （千円） 

 営業投資有価証券に属するもの       

① 株式  25,039 21,920 △3,119 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 25,039 21,920 △3,119 

 投資有価証券に属するもの       

① 株式  73,421 152,048 78,626 

② 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

③ その他 ― ― ― 

小計 73,421 152,048 78,626 

合計 98,461 173,968 75,507 

区分  連結貸借対照表計上額（千円）  

その他有価証券   

営業投資有価証券に属するもの   

非上場株式 ― 

投資有価証券に属するもの    

非上場株式 19,053 

合計 19,053 

取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

有価証券店頭指数等先渡取引 20,061,204 △1,590,193 △1,590,193 

有価証券店頭指数等スワップ取引 20,061,204 1,590,193 1,590,193 

 合計 40,122,408 ― ― 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

  平成18年ストック・オプション 

 付与対象者の区分および人数 当社取締役および監査役８名、当社従業員６名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 47,960,000株 

 付与日 平成18年４月25日 

 権利確定条件 

 権利確定条件は付されておりません。 

細目については当社と付与対象者の間で締結する「新株予

約権割当契約」に定めております。 

 対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

 権利行使期間  平成18年4月26日から平成23年４月25日まで 

 権利行使価格（円） 310 

 付与日における公正な評価単価（円） ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

(1）自動車販売関連事業・・・・・新車・中古車自動車販売、自動車整備全般 

 (2）ネットワーク機器関連事業・・通信機器および医療機器の製造販売 

(3）ロジスティックス事業・・・・貨物自動車運送、倉庫業 

 (4）上場株式等投資事業・・・・・上場株式、未上場株式への投資 

 ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は273,134千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

 (1）上場株式等投資事業・・・・・上場株式、未上場株式への投資 

(2）自動車販売関連事業・・・・・新車・中古車自動車販売、自動車整備全般 

(3）ロジスティックス事業・・・・貨物自動車運送、倉庫業 

 (4）産業機器関連事業・・・・・・医療機器、官庁向け特殊機器の製造販売 

 ３ 前期のネットワーク機器関連事業は、主たる事業であるネットワーク事業部門を売却したため、産業機器関

連事業に名称を変更しております。 

 ４ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は952,342千円であり、その主なも

のは、持株会社である当社の運営に係る費用であります。 

  
自動車販売 
関連事業 
（千円） 

ネットワーク
機器関連事業 
（千円） 

ロジスティ
ックス事業 
（千円）  

上場株式等 
投資事業 
（千円）  

 計  
 （千円） 

消去又は 
全社   
 (千円) 

 連結 
 （千円） 

売上高               

(1)外部顧客に対す

る売上高 
23,122,709 3,224,555 3,830,685 1,280,210 31,458,162 ―  31,458,162 

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

― 4,438 ― ― 4,438 △4,438 ― 

計 23,122,709 3,228,994 3,830,685 1,280,210 31,462,600 △4,438 31,458,162 

営業費用 23,031,038 3,316,858 3,799,394 72,172 30,219,463 273,134 30,492,598 

営業利益又は 

営業損失(△) 
91,671 △87,864 31,291 1,208,037 1,243,136 △277,573 965,563 

  
上場株式等 
投資事業 
（千円） 

自動車販売 
関連事業 
（千円） 

ロジスティ
ックス事業 
（千円）  

産業機器関連
事業 

（千円）  
 計  

 （千円） 

消去又は 
全社   
 (千円) 

 連結 
 （千円） 

売上高               

(1)外部顧客に対す

る売上高 
1,112,618 20,025,886 3,954,805 1,188,573 26,281,884 ― 26,281,884 

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

― ― ― ― ― ― ― 

計 1,112,618 20,025,886 3,954,805 1,188,573 26,281,884 ― 26,281,884 

営業費用 442,830 19,910,379 3,884,253 1,212,236 25,449,700 952,342 26,402,043 

営業利益又は 

営業損失(△) 
669,788 115,506 70,551 △23,662 832,183 △952,342 △120,159 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分の主要な事業内容 

(1）上場株式等投資事業・・・・・上場株式、未上場株式への投資 

(2）自動車販売関連事業・・・・・新車・中古車販売、自動車整備全般 

(3）ロジスティックス事業・・・・貨物自動車運送、倉庫業 

(4）ネットワーク機器関連事業・・通信機器および医療機器の製造販売 

 ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は832,708千円であり、その主なも

のは、当社の管理部門に係る費用であります。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  
上場株式等 
投資事業 
（千円） 

自動車販売 
関連事業 
（千円） 

ロジスティ 
ックス事業 
（千円） 

ネットワーク
機器関連事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1)外部顧客に対す

る売上高 
10,883,164 47,038,712 7,730,808 6,894,960 72,547,645 ― 72,547,645 

(2)セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

― ― ― 8,700 8,700 △8,700 ― 

計 10,883,164 47,038,712 7,730,808 6,903,661 72,556,346 △8,700 72,547,645 

営業費用 2,495,814 46,195,352 7,721,981 6,765,181 63,178,330 832,708 64,011,038 

営業利益 8,387,349 843,359 8,827 138,479 9,378,016 △841,409 8,536,606 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 76.06円

１株当たり中間純利益 0.23円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
0.23円

１株当たり純資産額      79.85円

１株当たり中間純利益     0.17円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
   0.17円

１株当たり純資産額 79.87円

１株当たり当期純利益 4.70円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
4.24円

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 101,064 80,811 2,289,799 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（千円） 
101,064 80,811 2,289,799 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 120,000 

 （うち利益処分による役員賞与金） （―） （―） (120,000) 

普通株式の期中平均株式数（千株） 440,043 483,915 461,554 

中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳（千株） 

   

新株予約権 6,161 1,124 11,069 

転換社債型新株予約権付社債 ― ― 38,893 

普通株式増加数（千株） 6,161 1,124 49,963 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含まれなかった潜在株式の概

要（千株） 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

 平成16年９月13日 

 20,000 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

 平成16年９月13日 

20,000 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成17年６月29日 

50,000 

 詳細については、「第

４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成16年９月13日 

20,000 

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成17年６月29日 

50,000 

 詳細については、「第

４ 提出会社の状況 

１ 株式等の状況 

(2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１ 有限会社プリヴェチューリッヒ投資組合の

設立について 

当社は、平成17年12月13日開催の取締

役会決議に基づき、有限会社プリヴェチ

ューリッヒ投資組合を下記の内容で設立

いたしました。 

(1)設立する子会社の概要 

① 会社名 

有限会社プリヴェチューリッヒ投資

組合 

② 主な事業内容 

投資事業組合財産の運用および管理

事業 

③ 設立時期 

 平成17年12月14日 

④ 資本の額 

 ３百万円 

⑤ 出資比率 

 当社 100％ 

(2)設立する目的 

プリヴェチューリッヒキャピタルファン

ド２号投資事業組合の財産の運用および

管理事業を行なうことを目的としており

ます。 

  

２ プリヴェチューリッヒキャピタルファンド

２号投資事業組合の設立について 

当社は、平成17年12月13日開催の取締

役会において、プリヴェチューリッヒキ

ャピタルファンド２号投資事業組合を下

記の内容で設立することを決議しており

ます。 

(1)設立する子会社の概要 

① 会社名 

プリヴェチューリッヒキャピタルファ

ンド２号投資事業組合 

② 主な事業内容 

 上場株式等投資事業 

③ 設立時期 

 平成17年12月26日（予定） 

④ 出資の額 

 20,000百万円（予定） 

⑤ 出資比率 

有限会社プリヴェチューリッヒ投資組

合 100％ 

(2)設立する目的 

上場株式投資を中心として継続的により高

い投資運用成績を目指すことを目的として

おります。 

１ エース証券株式会社の株式譲渡について 

平成18年10月23日に、当社の連結子会社

であるプリヴェキャピタルマネジメント株

式会社は、保有するすべてのエース証券株

式会社株式（発行済株式総数の30.3％）を

エース証券株式会社へ譲渡いたしました。 

（1）理由 

当社グループは、従来既存の証券会社の

買収に向けた検討および株式の取得をして

まいりましたが、証券業を買収ではなく独

自に開始することとし、併せて当社の

100％子会社であるプリヴェキャピタルマ

ネジメント株式会社が保有するエース証券

株式会社株式を売却することといたしまし

た。 

 なお、当社の100％子会社であるバーン

ズ証券株式会社（現 プリヴェ証券株式会

社）は、平成18年７月４日に証券業の登録

を受け、同年８月より営業を開始しており

ます。 

（2）株式譲渡の相手会社の名称 

エース証券株式会社 

（3）譲渡対象会社の概要 

（4）譲渡の時期 

平成18年10月23日 

（5）譲渡価額 

7,211,295千円 

（6）今後の見通し 

今回の譲渡により、当下期において、連

結上、売却益が17億34百万円発生する見込

みです。なお、連結損益計算書上は「上場

株式等投資事業売上高」に72億11百万円、

「上場株式等投資事業売上原価」に54億77

百万円が計上される見込みです。 

（7）その他 

当該株式譲渡は、エース証券株式会社に

とって株主との合意による自己株式の取得

に該当することから、株主総会の特別決議

が必要となりますが（会社法第156条、第

160条）、平成18年10月20日開催の同社臨時

株主総会において適法に承認されておりま

す。 

① 商号 エース証券株式会社 

② 代表者 代表取締役社長 乾 裕 

③ 本店所在地 大阪府大阪市中央区本町 

二丁目６番11号  

④ 事業の内容 証券業  

ストックオプションとしての新株予約権の発行

について 

平成17年６月29日開催の定時株主総会で承

認されました旧商法第280条ノ20および旧商

法第280条ノ21の規定に基づくストックオプ

ションとしての新株予約権の発行について、

平成18年４月17日開催の取締役会において具

体的な内容を決議し、下記のとおり発行いた

しました。 

(1) 新株予約権の発行日 

平成18年４月25日 

(2) 新株予約権の発行数 

50,000個 

（新株予約権１個当たりの目的となる株

式数1,000株） 

(3) 新株予約権の発行価額 

無償  

(4) 新株予約権の目的たる株式の種類および

数 

当社普通株式50,000,000株  

(5) 新株予約権の行使に際して払込みをすべ

き金額 

新株予約権１個につき310,000円（１株

当たり310円） 

(6) 新株予約権の行使期間 

平成18年４月26日から 

平成23年４月25日まで 

(7) 新株予約権の割当対象者 

当社取締役、監査役、従業員、特別顧問

合計18名  

 



前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 ２ 「Privée Japan Activist Fund」（呼称：

プリヴェ経営改革ファンド）設定について 

当社は、平成18年10月30日に   

「Privée Japan Activist Fund」(呼称:プ

リヴェ経営改革ファンド）を設定いたしま

した。 

（1）設定の目的 

当社グループは、これまで企業再生関連

投資事業で培った業界でのネットワーク、

情報収集力、デューデリジェンス能力、社

内専門部隊の豊富な経験等を活かし、上場

株式等投資事業において、主に上場株式へ

の投資を行なってまいりました。投資対象

としては、当社グループが投資対象会社の

経営陣に対し、株主として経営改革のため

の提案等を行なうことにより企業価値が向

上する、と確信できる銘柄を選定してまい

りました。 

一方、欧米においては従来から経営改革

ファンドが多数存在しており、既にスタン

ダードな投資スタイルとして確立されてお

ります。近年は、内外の投資家からの日本

企業のコーポレートガバナンスの在り方に

対する関心が非常に高まっております。こ

のため、海外の機関投資家等による日本に

おける経営改革ファンドに対する資金拠出

の需要が非常に高い状況にあります。 

このような需要に応えるため、当社は、

欧米を中心とした機関投資家向けの外国籍

ファンド「Privée Japan Activist 

Fund」（呼称：プリヴェ経営改革ファン

ド）を設定し、これまで培ってきた企業再

生関連投資事業および上場株式等投資事業

での経験とノウハウをさらに活用していく

ことにいたしました。 

「Privée Japan Activist Fund」（呼

称：プリヴェ経営改革ファンド）は、日本

の取引所有価証券市場において上場株式を

取得後、株主として対象会社に対し経営改

革の提案等を行ない、企業価値を向上させ

ることで、高い投資収益を獲得することを

基本方針としております。 

（2）投資スキーム 

「Privée Japan Activist Fund」(呼称:

プリヴェ経営改革ファンド)の運用は、 

当社100％出資のPrivée Capital 

Management Hawaii, LLCが行ないます。ま

た、同LLCに対して、当社の100％子会社で

あるプリヴェキャピタルマネジメント株式

会社が投資顧問業法に基づく投資顧問業者

として投資の助言を行ないます。 

 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （3）Privée Japan Activist Fund（呼称：プ

リヴェ経営改革ファンド）の概要 

（4）今後の見通し 

当該ファンドの運用により、運用報酬

（運用資産残高の年率２％）および成功報

酬（年間投資収益の20％）が当社グループ

の収益となります。 

 但し、今後のファンドの規模や当社の出

資割合が現段階では未確定であること、ま

た、投資対象が相場環境等の影響を受けざ

るを得ないことから、今後の見通しを予想

することは困難であります。 

① 商号 Privée Japan Activist Fund 

(呼称:プリヴェ経営改革ファン

ド) 

② 形態 単位型投資信託 

③ 所在地 c/o Genesis Trust &  

Corporate Services Ltd. 

PO Box 448GT, George Town 

Grand Cayman,Cayman Islands,

British West Indies 

④ 設定年月

日 
平成18年10月30日 

⑤ 主な事業

の内容 

日本の取引所有価証券市場に 

おける上場株式への投資 

⑥ 決算期 12月31日 

⑦ 出資の額 100億円程度 

⑧ 出資者お

よび出資

割合 

設定当初は当社100％の出資で

ありますが、今後、外部の投

資家からの出資により、当社

の出資割合は低下していくこ

ととなります。 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,489,120   8,133,495 5,814,019   

２ 未収入金   31,243   3,091,530 248,587   

３ 繰延税金資産   22,057   ― ―   

４ 短期貸付金   1,440,000   5,070,000 3,140,000   

５ その他 ※４  61,990   381,880 266,129   

流動資産合計     3,044,412 8.9 16,676,906 19.7   9,468,736 16.0

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1)建物附属設備   ―   19,203 2,243   

(2)車両運搬具   ―   56,991 ―   

(3)器具備品   ―   26,677 4,131   

計   ―   102,872 6,374   

２ 無形固定資産           

(1)ソフトウェア   ―   7,219 7,055   

(2)商標権   ―   82 ―   

計   ―   7,302 7,055   

３ 投資その他の資産           

(1)長期貸付金   29,274,168   ― ―   

(2)関係会社長期 
貸付金 

  ―   64,310,000 47,374,168   

(3)関係会社株式   1,817,213   3,234,853 2,117,213   

(4)その他   ―   226,432 245,372   

計   31,091,381   67,771,285 49,736,753   

固定資産合計     31,091,381 90.7 67,881,460 80.2   49,750,183 83.8

Ⅲ 繰延資産     143,277 0.4 91,085 0.1   119,625 0.2

資産合計     34,279,071 100.0 84,649,452 100.0   59,338,545 100.0 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 短期借入金   1,000,000   8,730,000 6,500,000   

２ 受入担保金   ―   34,106,699 15,722,680   

３ 賞与引当金   18,270   ― 14,596   

４ その他  ※４ 51,985   240,969 168,156   

流動負債合計     1,070,256 3.1 43,077,669 50.9   22,405,433 37.8

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金   ―   1,500,000 1,500,000   

２ 関係会社長期借入
金 

  ―   4,500,000 1,500,000   

固定負債合計     ― ― 6,000,000 7.1   3,000,000 5.0

負債合計     1,070,256 3.1 49,077,669 58.0   25,405,433 42.8

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     16,708,692 48.7 ― ―   16,863,692 28.4

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   16,172,520   ― 16,327,520   

２ その他資本剰余金   39,088   ― 39,088   

資本剰余金合計     16,211,609 47.3 ― ―   16,366,609 27.6

Ⅲ 利益剰余金           

中間（当期）未処
分利益 

  294,118   ― 708,433   

利益剰余金合計     294,118 0.9 ― ―   708,433 1.2

Ⅵ 自己株式     △5,605 △0.0 ― ―   △5,623 △0.0

資本合計     33,208,815 96.9 ― ―   33,933,112 57.2

負債・資本合計     34,279,071 100.0 ― ―   59,338,545 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

  １ 資本金     ― ― 16,863,692 19.9   ― ―

  ２ 資本剰余金           

（1）資本準備金   ―   16,327,520 ―   

（2）その他資本剰余
金 

  ―   39,088 ―   

資本剰余金合計     ― ― 16,366,609 19.3   ― ―

 ３ 利益剰余金           

その他利益剰余金           

繰越利益剰余金   ―   2,347,398 ―   

利益剰余金合計     ― ― 2,347,398 2.8   ― ―

  ４ 自己株式     ― ― △5,917 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ― 35,571,783 42.0   ― ―

純資産合計     ― ― 35,571,783 42.0   ― ―

負債純資産合計     ― ― 84,649,452 100.0   ― ―

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益           

１ 経営指導料収入   140,000   148,255 287,874     

２ 受取配当金   300,000   3,000,000 1,000,000     

３ 受取利息   117,824   ― ―     

４ 金融収益   ― 557,824 100.0 520,240 3,668,496 100.0 357,493 1,645,367 100.0 

Ⅱ 営業費用           

１ 金融費用   ―   209,629 7,356   

２ 一般管理費   279,144 279,144 50.0 1,094,841 1,304,471 35.6 840,934 848,290 51.6

営業利益     278,679 50.0 2,364,025 64.4   797,076 48.4

Ⅲ 営業外収益 ※２   248 0.0 4,917 0.1   16,827 1.1

Ⅳ 営業外費用           

１ 創立費償却   743   743 1,487   

２ 開業費償却   3,630   3,630 7,260   

３ 新株発行費償却   16,800   ― 51,064   

４ 株式交付費償却   ―   25,805 ―   

５ 支払利息   350   77,843 20,684   

６ 支払手数料   ―   17,429 17,876   

７ その他   ― 21,524 3.9 ― 125,452 3.4 23,065 121,439 7.4

経常利益     257,403 46.1 2,243,490 61.1   692,464 42.1

Ⅴ 特別利益     ― ― ― ―   ― ―

Ⅵ 特別損失     ― ― ― ―   ― ―

税引前中間 
（当期）純利益 

    257,403 46.1 2,243,490 61.1   692,464 42.1

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,521   605 1,210   

法人税等調整額   △18,738 △16,216 △2.9 ― 605 0.0 3,319 4,529 0.3

中間（当期） 
純利益 

    273,619 49.0 2,242,885 61.1   687,935 41.8

前期繰越利益     20,498 ―   20,498 

中間（当期） 
未処分利益 

    294,118 ―   708,433 

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

株主資本 

純資産合計
資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本 
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰余
金合計 

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

                 （千円） 
16,863,692 16,327,520 39,088 16,366,609 708,433 708,433 △5,623 33,933,112 33,933,112

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）       △483,920 △483,920   △483,920 △483,920

役員賞与（注）           △120,000 △120,000   △120,000 △120,000

中間純利益              2,242,885 2,242,885   2,242,885 2,242,885

自己株式の取得           △294 △294 △294

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
            

中間会計期間中の変動額合計 

                  （千円) 
― ― ― ― 1,638,964 1,638,964 △294 1,638,670 1,638,670

平成18年９月30日 残高 

                  （千円) 
16,863,692 16,327,520 39,088 16,366,609 2,347,398 2,347,398 △5,917 35,571,783 35,571,783

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

会計処理基準に関する事項 会計処理基準に関する事項 会計処理基準に関する事項 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

子会社株式および関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

同左 

① 重要な資産の評価基準および評価方法 

(イ）有価証券 

同左 

(ロ） 

――――― 

(ロ）デリバティブ 

 時価法 

(ロ） 

――――― 

②      

――――― 

② 固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 定率法によっております。 

（耐用年数） 

建物附属設備  15年 

車両運搬具      ５年 

器具備品    ４年 

② 固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 定率法によっております。 

（耐用年数） 

建物附属設備  15年 

器具備品    ４年 

  (ロ）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

(ロ）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用） 

 社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法によっております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ） 

―――――  

③ 重要な引当金の計上基準 

(イ）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

④ その他中間財務諸表作成のための重要な

事項 

(イ）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

④ その他中間財務諸表作成のための重要な

事項 

(イ）消費税等の処理方法 

同左 

④ その他財務諸表作成のための重要な事項 

  

(イ）消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

―――――  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損に係

る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

――――― （繰延資産の処理方法） 

当中間会計期間より、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年８月11日実務対応報告

第19号）を適用しております。それに伴い

従来の「新株発行費償却」は「株式交付費

償却」として記載しております。 

――――― 

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号 平成17年12月９日)およ

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は35,571,783千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正にともない、改正後の中

間財務諸表等規則により作成しておりま

す。 

――――― 

――――― （役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号平成17

年11月29日）を適用しております。 

 なお、役員賞与は通期の業績を基礎とし

て算定しており、その金額を当中間会計期

間において合理的に見積もることが困難で

あることから、費用処理はしておりませ

ん。 

――――― 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

――――― （中間損益計算書関係）  

前中間会計期間において、「受取利息」として掲記されていたも

のは、当中間会計期間から「金融収益」として表示しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 

――――― 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

18,591千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は422千

円であります。 

 ２ 

――――― 

２ 差入れを受けた有価証券の時価 

消費貸借契約に基づき借入れた有価証

券 

 54,778,585千円

  

上記のうち、担保等として差入をした

有価証券の時価  

現金担保付株式貸借取引により差入

れた有価証券 

24,832,382千円

有価証券店頭指数等スワップ取引の

担保として差入れた有価証券 

23,026,575千円

短期借入の担保として差入れた有価

証券 

3,663,800千円

  関係会社の担保提供として差入れた

有価証券 

2,523,140千円

２ 差入れを受けた有価証券の時価 

消費貸借契約に基づき借入れた有価証

券 

 37,741,522千円

  

上記のうち、担保等として差入をした

有価証券の時価  

現金担保付株式貸借取引により差入

れた有価証券 

22,578,100千円

短期借入の担保として差入れた有価

証券 

3,410,400千円

  関係会社の担保提供として差入れた

有価証券 

11,753,022千円

３  

――――― 

３ 偶発債務 

次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行なっており

ます。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

プリヴェ 

企業投資㈱  
1,347,500

金融機関か

らの借入に

対する保

証  

神田通信工業㈱ 1,000,000

銀行保証私

募債に対す

る保証  

計 2,347,500 ― 

３ 偶発債務 

次の関係会社について、金融機関から

の借入に対し債務保証を行なっておりま

す。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

ＰＺ運輸㈱ 1,900,000 

金融機関か

らの借入に

対する保証 

神田通信工業㈱ 1,000,000 

銀行保証私

募債に対す

る保証  

計 2,900,000 ― 

※４ 消費税等の取扱い  

仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表示

しております。 

※４ 消費税等の取扱い  

仮払消費税等および仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表示

しております。 

※４ 

――――― 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加 1千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

  

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１ 

――――― 

１ 減価償却実施額 

有形固定資産 18,169千円

無形固定資産 763千円

１ 

――――― 

 ※２ 

――――― 

 ※２ 

――――― 

※２ 証券取引法第164条第１項に基づく利

益16,267千円が含まれております。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式 （注） 15 1 ― 17 

合計 15 1 ― 17 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社は、リース取引がないため、該当事項

はありません。 

同左 同左 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

１ 有限会社プリヴェチューリッヒ投資組合の

設立について 

当社は、平成17年12月13日開催の取締

役会決議に基づき、有限会社プリヴェチ

ューリッヒ投資組合を下記の内容で設立

いたしました。 

(1)設立する子会社の概要 

① 会社名 

有限会社プリヴェチューリッヒ投資組

合 

② 主な事業内容 

投資事業組合財産の運用および管理事

業 

③ 設立時期 

 平成17年12月14日 

④ 資本の額 

 ３百万円 

⑤ 出資比率 

 当社 100％ 

(2)設立する目的 

プリヴェチューリッヒキャピタルファンド

２号投資事業組合の財産の運用および管理

事業を行なうことを目的としております。 

  

２ プリヴェチューリッヒキャピタルファンド

２号投資事業組合の設立について 

当社は、平成17年12月13日開催の取締

役会において、プリヴェチューリッヒキ

ャピタルファンド２号投資事業組合を下

記の内容で設立することを決議しており

ます。 

(1)設立する子会社の概要 

① 会社名 

プリヴェチューリッヒキャピタルファ

ンド２号投資事業組合 

② 主な事業内容 

 上場株式等投資事業 

③ 設立時期 

 平成17年12月26日（予定） 

④ 出資の額 

 20,000百万円（予定） 

⑤ 出資比率 

有限会社プリヴェチューリッヒ投資組

合 100％ 

(2)設立する目的 

上場株式投資を中心として継続的により高

い投資運用成績を目指すことを目的として

おります。 

１ 「Privée Japan Activist Fund」（呼称：

プリヴェ経営改革ファンド）設定について 

当社は、平成18年10月30日に   

「Privée Japan Activist Fund」(呼称:プ

リヴェ経営改革ファンド）を設定いたしま

した。 

（1）設定の目的 

当社グループは、これまで企業再生関

連投資事業で培った業界でのネットワー

ク、情報収集力、デューデリジェンス能

力、社内専門部隊の豊富な経験等を活か

し、上場株式等投資事業において、主に

上場株式への投資を行なってまいりまし

た。投資対象としては、当社グループが

投資対象会社の経営陣に対し、株主とし

て経営改革のための提案等を行なうこと

により企業価値が向上する、と確信でき

る銘柄を選定してまいりました。 

一方、欧米においては従来から経営改

革ファンドが多数存在しており、既にス

タンダードな投資スタイルとして確立さ

れております。近年は、内外の投資家か

らの日本企業のコーポレートガバナンス

の在り方に対する関心が非常に高まって

おります。このため、海外の機関投資家

等による日本における経営改革ファンド

に対する資金拠出の需要が非常に高い状

況にあります。 

このような需要に応えるため、当社

は、欧米を中心とした機関投資家向けの

外国籍ファンド「Privée Japan Activist 

Fund」（呼称：プリヴェ経営改革ファン

ド）を設定し、これまで培ってきた企業

再生関連投資事業および上場株式等投資

事業での経験とノウハウをさらに活用し

ていくことにいたしました。 

「Privée Japan Activist Fund」（呼

称：プリヴェ経営改革ファンド）は、日

本の取引所有価証券市場において上場株

式を取得後、株主として対象会社に対し

経営改革の提案等を行ない、企業価値を

向上させることで、高い投資収益を獲得

することを基本方針としております。 

（2）投資スキーム 

「Privée Japan Activist Fund」(呼称:

プリヴェ経営改革ファンド)の運用は、 

当社100％出資のPrivée Capital 

Management Hawaii, LLCが行ないます。

また、同LLCに対して、当社の100％子会

社であるプリヴェキャピタルマネジメン

ト株式会社が投資顧問業法に基づく投資

顧問業者として投資の助言を行ないま

す。 

ストックオプションとしての新株予約権の発

行について 

平成17年６月29日開催の定時株主総会で承

認されました旧商法第280条ノ20および旧商

法第280条ノ21の規定に基づくストックオプ

ションとしての新株予約権の発行について、

平成18年４月17日開催の取締役会において具

体的な内容を決議し、下記のとおり発行いた

しました。 

① 新株予約権の発行日 

平成18年４月25日 

② 新株予約権の発行数 

50,000個 

（新株予約権1個当たりの目的となる株

式数1,000株） 

③ 新株予約権の発行価額 

無償  

④ 新株予約権の目的たる株式の種類および

数 

当社普通株式50,000,000株  

⑤ 新株予約権の行使に際して払込みをすべ

き金額 

新株予約権1個につき310,000円（1株当

たり310円） 

⑥ 新株予約権の行使期間 

平成18年４月26日から 

平成23年４月25日まで 

⑦ 新株予約権の割当対象者 

当社取締役、監査役、従業員、特別顧

問 合計18名  

   
 



前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

 （3）Privée Japan Activist Fund（呼称：プ

リヴェ経営改革ファンド）の概要 

（4）今後の見通し 

当該ファンドへの出資により、当該出資

金にかかる評価差額が当社の損益に影響を

及ぼします。 

 但し、当該ファンドの投資対象が相場環

境等の影響を受けざるを得ないことから、

今後の見通しを予想することは困難であり

ます。 

① 商号 Privée Japan Activist Fund 

(呼称:プリヴェ経営改革ファ

ンド) 

② 形態 単位型投資信託 

③ 所在地 c/o Genesis Trust &  

Corporate Services Ltd. 

PO Box 448GT, George Town 

Grand Cayman,Cayman 

Islands, 

British West Indies 

④ 設定年月日 平成18年10月30日 

⑤ 主な事業の

内容 

日本の取引所有価証券市場に 

おける上場株式への投資 

⑥ 決算期 12月31日 

⑦ 出資の額 100億円程度 

⑧ 出資者およ

び出資割合

設定当初は当社100％の出資

でありますが、今後、外部の

投資家からの出資により、当

社の出資割合は低下していく

こととなります。 

 

   



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券届出書      ストックオプション制度に伴う新株予約権発行   平成18年４月17日        

   およびその添付書類                             関東財務局長に提出        

（２）有価証券届出書の     （１）の有価証券届出書に係る訂正届出書     平成18年４月18日 

   訂正報告書                                関東財務局長に提出       

（３）有価証券報告書      事業年度  自 平成17年４月１日       平成18年６月29日 

   およびその添付書類    （第３期）  至 平成18年３月31日       関東財務局長に提出     

（４）臨時報告書        企業内容等の開示に関する内閣府令       平成18年７月５日 

                第19条第２項第３号（特定子会社の       関東財務局長に提出   

                異動）の規定に基づくもの 

（５）臨時報告書        企業内容等の開示に関する内閣府令       平成18年７月５日 

                第19条第２項第３号（特定子会社の       関東財務局長に提出   

                異動）の規定に基づくもの 

（６）臨時報告書        企業内容等の開示に関する内閣府令       平成18年11月２日 

                第19条第２項第３号（特定子会社の       関東財務局長に提出   

                異動）の規定に基づくもの 

（７）臨時報告書        企業内容等の開示に関する内閣府令       平成18年12月11日 

                第19条第２項第３号（特定子会社の       関東財務局長に提出   

                異動）の規定に基づくもの 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

      平成17年12月22日

プリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社     

  取締役会 御中   

  ＡＳＧ 監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴ

ェチューリッヒ企業再生グループ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、プリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間よ

り固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成17年12月13日開催の取締役会において有限会社プリヴェチュ

ーリッヒ投資組合を設立する決議を行い、平成17年12月14日に同社を設立した。 

３．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成17年12月13日開催の取締役会においてプリヴェチューリッヒ

キャピタルファンド2号投資事業組合を設立する決議を行った。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管

しております。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月15日

プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽ＡＳＧ 監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴ

ェ企業投資ホールディングス株式会社の平成18年4月1日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、平成18年10月23日に、会社の連結子会社であるプリヴェキャピタルマネ

ジメント株式会社は、保有するすべてのエース証券株式会社株式（発行済株式総数の30.3％）をエース証券株式会社へ

譲渡した。 

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成18年10月30日に「Privée Japan Activist Fund」（呼称：プ

リヴェ経営改革ファンド）を設定した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に添付する形で別途保管

しております。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

      平成17年12月22日

プリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社     

  取締役会 御中   

  ＡＳＧ 監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴ

ェチューリッヒ企業再生グループ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第３期事業年度の中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、プリヴェチューリッヒ企業再生グループ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成17年12月13日開催の取締役会において有限会社プリヴェチュ

ーリッヒ投資組合を設立する決議を行い、平成17年12月14日に同社を設立した。 

２．重要な後発事象２に記載されているとおり、会社は平成17年12月13日開催の取締役会においてプリヴェチューリッヒ

キャピタルファンド2号投資事業組合を設立する決議を行った。   

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別途保管して

おります。  



独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月15日

プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社     

  取締役会 御中   

  太陽ＡＳＧ 監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 稲村 榮典  ㊞ 

  
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小坂 義人  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているプリヴ

ェ企業投資ホールディングス株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第４期事業年度の中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び

中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、プリヴェ企業投資ホールディングス株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は平成18年10月30日に「Privée Japan Activist Fund」（呼称：プリ

ヴェ経営改革ファンド）を設定した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付する形で別途保管して

おります。  
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